
愛 媛 県 報

１

条 例

�愛媛県条例第６３号
愛媛県手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和３年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
条 例

○ 愛媛県手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………………………………………（財政課）……１

○ えひめこどもの城管理条例及び愛媛県体験型環境学習センター管理条例の一部を改正する条例…………………………………………（子育て支援課）……８

○ 愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例…………………………………………………………………………………（警察本部生活環境課）……８

改 正 後 改 正 前

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

別表（第２条―第４条、第７条関係）

１～３ 省略

４ 農林水産関係事務手数料

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～３０ 省略 １～３０ 省略

３１ 家畜伝染

病予防法第

５０条の規定

に基づき知

事が使用を

許可した動

物用生物学

的製剤の交

付

動物用

生物学

的製剤

交付手

数料

１頭分につき７０円を超えない範囲内

において規則で定める金額

３２ 省略 ３１ 省略

３３ 省略 ３２ 省略

３４ 省略 ３３ 省略

３５ 省略 ３４ 省略

３６ 省略 ３５ 省略

３７ 省略 ３６ 省略

３８ 省略 ３７ 省略

３９ 省略 ３８ 省略

３９ 削除

４０～６１ 省略 ４０～６１ 省略

備考 省略 備考 省略

５ 土木関係事務手数料 ５ 土木関係事務手数料

毎週（火・金）曜日発行 第２６９号外１ 令和３年１２月２１日

令和３年１２月２１日火曜日 第２６９号外１
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事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１０１の４

省略

１～１０１の４

省略

１０１の５ 長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律（平成

２０年法律第

８７号）第５

条第１項か

ら第５項ま

での規定に

基づく長期

優良住宅建

築等計画の

認定の申請

に対する審

査

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

� 住宅の新築に係る長期優良住宅

建築等計画が建築基準法第６条第

１項に規定する建築基準関係規定

に適合するかどうかの審査を申し

出ない者 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

ア

住

宅の品質確保の促進等に関する

法律（平成１１年法律第８１号）第

６条の２第３項又は第４項の規

定により当該住宅の構造及び設

備が長期使用構造等である旨が

記載された確認書（同条第３項

に規定する確認書をいう。以下

この項において同じ。）又は住

宅性能評価書（同法第５条第１

項に規定する住宅性能評価書を

いう。）の交付 を受けている

場合 次に掲げる住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� １戸建ての専用住宅（人の

居住の用以外の用途に供する

部分を有しない住宅をいう。

以下この項において同じ。）

１６，４００円

� １戸建ての併用住宅（専用

住宅以外の住宅をいう。以下

この項において同じ。） １６，

４００円

� 共同住宅等（共同住宅、長

屋その他１戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下この項に

おいて同じ。）

次に掲げる共同住宅等の区分

に応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 総戸数が２以上５以下の

共同住宅等 ３１，１００円

ｂ 総戸数が６以上１０以下の

共同住宅等 ５０，４００円

ｃ 総戸数が１１以上２５以下の

共同住宅等 ９１，５００円

１０１の５ 長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律（平成

２０年法律第

８７号）第５

条第１項か

ら第３項ま

での規定に

基づく長期

優良住宅建

築等計画の

認定の申請

に対する審

査

長期優

良住宅

建築等

計画認

定申請

手数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 住宅の新築に係る長期優良住宅

建築等計画が建築基準法第６条第

１項に規定する建築基準関係規定

に適合するかどうかの審査を申し

出ない者 次に掲げる場合の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

ア 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第６条第１項各号に

掲げる基準の適合性に関し、住

宅の品質確保の促進等に関する

法律（平成１１年法律第８１号）

第５条第１

項に規定する登録住宅性能評価

機関の技術的審査を受けている

場合 次に掲げる住宅の区分に

応じ、それぞれ次に定める金額

� １戸建ての専用住宅（人の

居住の用以外の用途に供する

部分を有しない住宅をいう。

以下この項において同じ。）

１２，８００円

� １戸建ての併用住宅（専用

住宅以外の住宅をいう。以下

この項において同じ。） １２，

８００円

� 共同住宅等（共同住宅、長

屋その他１戸建ての住宅以外

の住宅をいう。以下この項に

おいて同じ。） １戸につき

次に掲げる共同住宅等の区分

に応じ、それぞれ次に定める

額を同時に申請する住戸の数

で除して得た金額

ａ 総戸数が２以上５以下の

共同住宅等 ２５，１００円

ｂ 総戸数が６以上１０以下の

共同住宅等 ４１，４００円

ｃ 総戸数が１１以上２５以下の

共同住宅等 ７３，３００円
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ｄ 総戸数が２６以上５０以下の

共同住宅等 １３６，０００円

ｅ 総戸数が５１以上１００以下の

共同住宅等 ２０９，３００円

ｆ 総戸数が１０１以上２００以下

の共同住宅等 ３３５，５００円

ｇ 総戸数が２０１以上の共同住

宅等 ４１７，３００円

イ その他の場合 次に掲げる住

宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

�・� 省略

� 共同住宅等 次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ～ｇ 省略

� 住宅の増築又は改築に係る長期

優良住宅建築等計画が建築基準法

第６条第１項に規定する建築基準

関係規定に適合するかどうかの審

査を申し出ない者 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定

ｄ 総戸数が２６以上５０以下の

共同住宅等 １１１，７００円

ｅ 総戸数が５１以上１００以下の

共同住宅等 １７９，０００円

ｆ 総戸数が１０１以上２００以下

の共同住宅等 ２８０，９００円

ｇ 総戸数が２０１以上の共同住

宅等 ３４４，４００円

イ 住宅の品質確保の促進等に関

する法律第６条第１項に規定す

る設計住宅性能評価書の交付を

受けている場合 次に掲げる住

宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

� １戸建ての専用住宅 １９，６０

０円

� １戸建ての併用住宅 １９，６０

０円

� 共同住宅等 １戸につき次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める額

を同時に申請する住戸の数で

除して得た金額

ａ 総戸数が２以上５以下の

共同住宅等 ４３，２００円

ｂ 総戸数が６以上１０以下の

共同住宅等 ６８，５００円

ｃ 総戸数が１１以上２５以下の

共同住宅等 １２６，９００円

ｄ 総戸数が２６以上５０以下の

共同住宅等 ２０３，５００円

ｅ 総戸数が５１以上１００以下の

共同住宅等 ３３７，６００円

ｆ 総戸数が１０１以上２００以下

の共同住宅等 ５８８，２００円

ｇ 総戸数が２０１以上の共同住

宅等 ８０１，１００円

ウ その他の場合 次に掲げる住

宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

�・� 省略

� 共同住宅等 １戸につき次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める額

を同時に申請する住戸の数で

除して得た金額

ａ～ｇ 省略

� 住宅の増築又は改築に係る長期

優良住宅建築等計画が建築基準法

第６条第１項に規定する建築基準

関係規定に適合するかどうかの審

査を申し出ない者 次に掲げる場

合の区分に応じ、それぞれ次に定
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める金額

ア

住

宅の品質確保の促進等に関する

法律第６条の２第３項の規定に

より当該住宅の構造及び設備が

長期使用構造等である旨が記載

された確認書の交付を受けてい

る場合 次に掲げる住宅の区分

に応じ、それぞれ次に定める金

額

� １戸建ての専用住宅 ２２，３０

０円

� １戸建ての併用住宅 ２２，３０

０円

� 共同住宅等 次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ 総戸数が２以上５以下の

共同住宅等 ４０，６００円

ｂ 総戸数が６以上１０以下の

共同住宅等 ６６，８００円

ｃ 総戸数が１１以上２５以下の

共同住宅等 １１１，３００円

ｄ 総戸数が２６以上５０以下の

共同住宅等 １７８，５００円

ｅ 総戸数が５１以上１００以下の

共同住宅等 ２７２，９００円

ｆ 総戸数が１０１以上２００以下

の共同住宅等 ４６３，９００円

ｇ 総戸数が２０１以上の共同住

宅等 ５８８，８００円

イ その他の場合 次に掲げる住

宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

�・� 省略

� 共同住宅等 次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める

金額

ａ～ｇ 省略

� 長期優良住宅建築等計画が建築

基準法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出る者 次に掲げ

る額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の４の昇降

機に係る部分が含まれる場合に限

る。）を合算した金額

める金額

ア 長期優良住宅の普及の促進に

関する法律第６条第１項各号に

掲げる基準の適合性に関し、住

宅の品質確保の促進等に関する

法律第５条第１項に規定する登

録住宅性能評価機関の技術的審

査

を受けてい

る場合 次に掲げる住宅の区分

に応じ、それぞれ次に定める金

額

� １戸建ての専用住宅 １６，９０

０円

� １戸建ての併用住宅 １６，９０

０円

� 共同住宅等 １戸につき次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める額

を同時に申請する住戸の数で

除して得た金額

ａ 総戸数が２以上５以下の

共同住宅等 ３１，５００円

ｂ 総戸数が６以上１０以下の

共同住宅等 ５３，２００円

ｃ 総戸数が１１以上２５以下の

共同住宅等 ８４，１００円

ｄ 総戸数が２６以上５０以下の

共同住宅等 １４２，１００円

ｅ 総戸数が５１以上１００以下の

共同住宅等 ２２７，４００円

ｆ 総戸数が１０１以上２００以下

の共同住宅等 ３８２，０００円

ｇ 総戸数が２０１以上の共同住

宅等 ４７９，５００円

イ その他の場合 次に掲げる住

宅の区分に応じ、それぞれ次に

定める金額

�・� 省略

� 共同住宅等 １戸につき次

に掲げる共同住宅等の区分に

応じ、それぞれ次に定める額

を同時に申請する住戸の数で

除して得た金額

ａ～ｇ 省略

� 長期優良住宅建築等計画が建築

基準法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出る者 次に掲げ

る額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の４の昇降

機に係る部分が含まれる場合に限

る。）を合算した金額
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ア �ア若しくはイ又は�ア若し

くはイに掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

と同一の額

イ ８の項の右欄 に掲げる建築

物の建築、移転、修繕若しくは

模様替又は用途の変更に係る部

分の区分に応じ、それぞれ同欄

備考 に規定するところによ

り算定した当該手数料の金額と

同一の額

ウ ９の項の右欄� 又は�に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額と同一の額

ア �アからウまで又は�ア若し

くはイに掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

と同一の額

イ ８の項金額の欄に掲げる建築

物の建築、移転、修繕若しくは

模様替又は用途の変更に係る部

分の区分に応じ、それぞれ同項

同欄備考に規定するところによ

り算定した当該手数料の金額と

同一の額

ウ ９の項金額の欄�又は�に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額と同一の額

１０１の６ 長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律第８条

第１項の規

定に基づく

長期優良住

宅建築等計

画の変更の

認定の申請

（同法第９

条第１項の

規定による

譲受人を決

定した場合

及び同条第

３項の規定

による管理

者等が選任

された場合

に係るもの

を除く。）

に対する審

査

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 長期優良住宅建築等計画が建築

基準法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出ない者 １０１の

５の項の右欄�ア若しくはイ 又

は�ア若しくはイに掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

� 長期優良住宅建築等計画が同条

第１項 に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出る者 次に掲げ

る額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の４の昇降

機に係る部分が含まれる場合に限

る。）を合算した金額

ア 同欄�ア若しくはイ

又は�ア若しくはイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額の２分の１

に相当する額

イ ８の項の右欄 に掲げる建築

物の建築、移転、修繕若しくは

模様替又は用途の変更に係る部

分の区分に応じ、それぞれ同欄

備考 に規定するところによ

り算定した当該手数料の金額と

同一の額

ウ ９の項の右欄� 又は�に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額と同一の額

１０１の６ 長

期優良住宅

の普及の促

進に関する

法律第８条

第１項の規

定に基づく

長期優良住

宅建築等計

画の変更の

認定の申請

（同法第９

条第１項の

規定による

譲受人を決

定した場合

に係るもの

を除く。）

に対する審

査

長期優

良住宅

建築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 長期優良住宅建築等計画が建築

基準法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出ない者 １０１の

５の項金額の欄�アからウまで又

は�ア若しくはイに掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ当該手数料

の金額の２分の１に相当する金額

� 長期優良住宅建築等計画が建築

基準法第６条第１項に規定する建

築基準関係規定に適合するかどう

かの審査を申し出る者 次に掲げ

る額（ウに掲げる額にあっては、

当該審査に同法第８７条の４の昇降

機に係る部分が含まれる場合に限

る。）を合算した金額

ア １０１の５の項金額の欄�アから

ウまで又は�ア若しくはイに掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額の２分の１

に相当する額

イ ８の項金額の欄に掲げる建築

物の建築、移転、修繕若しくは

模様替又は用途の変更に係る部

分の区分に応じ、それぞれ同項

同欄備考に規定するところによ

り算定した当該手数料の金額と

同一の額

ウ ９の項金額の欄�又は�に掲

げる場合の区分に応じ、それぞ

れ当該手数料の金額と同一の額

１０１の７ 長

期優良住宅

の普及の促

認定長

期優良

住宅建

１８２，０００円
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進に関する

法律第１８条

第１項の規

定に基づく

認定長期優

良住宅建築

等計画に基

づく建築に

係る住宅の

容積率に関

する特例の

許可の申請

に対する審

査

築等計

画に基

づく建

築に係

る住宅

の容積

率の特

例許可

申請手

数料

１０１の８ 省

略

１０１の７ 省

略

１０１の９ 都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

第５５条第１

項の規定に

基づく低炭

素建築物新

築等計画の

変更の認定

の申請に対

する審査

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 １０１の８の項の右欄�ア又はイ

に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ当該手数料の金額の２分の１

に相当する金額

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が同条第１項 に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出る者

次に掲げる額（ウに掲げる額に

あっては、当該審査に同法第８７条

の４の昇降機に係る部分が含まれ

る場合に限る。）を合算した金額

ア 同欄�ア 又はイ

に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金額の２分

の１に相当する額

イ・ウ 省略

１０１の８ 都

市の低炭素

化の促進に

関する法律

第５５条第１

項の規定に

基づく低炭

素建築物新

築等計画の

変更の認定

の申請に対

する審査

低炭素

建築物

新築等

計画変

更認定

申請手

数料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出ない

者 １０１の７の項の右欄�ア又はイ

に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ当該手数料の金額の２分の１

に相当する金額

� 変更に係る低炭素建築物新築等

計画が建築基準法第６条第１項に

規定する建築基準関係規定に適合

するかどうかの審査を申し出る者

次に掲げる額（ウに掲げる額に

あっては、当該審査に同法第８７条

の４の昇降機に係る部分が含まれ

る場合に限る。）を合算した金額

ア １０１の７の項の右欄�ア又はイ

に掲げる場合の区分に応じ、そ

れぞれ当該手数料の金額の２分

の１に相当する額

イ・ウ 省略

１０１の１０ 省

略

１０１の９ 省

略

１０１の１１ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第１２条第

２項及び第

１３条第３項

の規定に基

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定変

更手数

料

１０１の１０の項の右欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の

金額の２分の１に相当する金額（当

該金額に１００円未満の端数があるとき

は、これを四捨五入する。）

１０１の１０ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第１２条第

２項及び第

１３条第３項

の規定に基

建築物

エネル

ギー消

費性能

適合性

判定変

更手数

料

１０１の９の項の右欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の

金額の２分の１に相当する金額（当

該金額に１００円未満の端数があるとき

は、これを四捨五入する。）
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づく建築物

エネルギー

消費性能確

保計画の変

更に係る建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定

づく建築物

エネルギー

消費性能確

保計画の変

更に係る建

築物エネル

ギー消費性

能適合性判

定

１０１の１２ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律施行規則

（平成２８年

国土交通省

令第５号）

第１１条の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の軽微な

変更に関す

る証明書の

交付

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更証

明書交

付手数

料

１０１の１０の項の右欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の

金額の２分の１に相当する金額（当

該金額に１００円未満の端数があるとき

は、これを四捨五入する。）

１０１の１１ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律施行規則

（平成２８年

国土交通省

令第５号）

第１１条の規

定に基づく

建築物エネ

ルギー消費

性能確保計

画の軽微な

変更に関す

る証明書の

交付

建築物

エネル

ギー消

費性能

確保計

画軽微

変更証

明書交

付手数

料

１０１の９の項の右欄に掲げる建築物の

区分に応じ、それぞれ当該手数料の

金額の２分の１に相当する金額（当

該金額に１００円未満の端数があるとき

は、これを四捨五入する。）

１０１の１３ 省

略

１０１の１２ 省

略

１０１の１４ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３６条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア １０１の１３の項の右欄�アに掲げ

る場合 当該場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

の２分の１に相当する金額

イ 省略

� 省略

１０１の１３ 建

築物のエネ

ルギー消費

性能の向上

に関する法

律第３６条第

１項の規定

に基づく建

築物エネル

ギー消費性

能向上計画

の変更の認

定の申請に

対する審査

建築物

エネル

ギー消

費性能

向上計

画変更

認定申

請手数

料

次に掲げる当該申請を行う者の区分

に応じ、それぞれ次に定める金額

（当該金額に１００円未満の端数がある

ときは、これを四捨五入する。）

� 変更に係る建築物エネルギー消

費性能向上計画が建築基準法第６

条第１項に規定する建築基準関係

規定に適合するかどうかの審査を

申し出ない者 次に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ次に定める

金額

ア １０１の１２の項の右欄�アに掲げ

る場合 当該場合の区分に応

じ、それぞれ当該手数料の金額

の２分の１に相当する金額

イ 省略

� 省略

１０１の１５ 省

略

１０１の１４ 省

略

１０１の１６ 省

略

１０１の１５ 省

略

１０２ 省略 １０２ 省略
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附 則

この条例は、令和４年２月２０日から施行する。ただし、別表４の表の改正規定は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第６４号
えひめこどもの城管理条例及び愛媛県体験型環境学習センター管理条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和３年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

えひめこどもの城管理条例及び愛媛県体験型環境学習センター管理条例の一部を改正する条例

（えひめこどもの城管理条例の一部改正）

第１条 えひめこどもの城管理条例（平成１７年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

（愛媛県体験型環境学習センター管理条例の一部改正）

第２条 愛媛県体験型環境学習センター管理条例（平成１７年愛媛県条例第２１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和４年４月１日から施行する。

�愛媛県条例第６５号
愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和３年１２月２１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県警察関係事務手数料条例の一部を改正する条例

愛媛県警察関係事務手数料条例（平成１２年愛媛県条例第３５号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

備考 省略 備考 省略

６ 省略 ６ 省略

改 正 後 改 正 前

（休園日）

第５条 こどもの城の休園日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休

日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない

日）とする。

２・３ 省略

（休園日）

第５条 こどもの城の休園日は、水曜日（水曜日が国民の祝日に関

する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休

日」という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない

日）とする。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

（休館日）

第５条 センターの休館日は、月曜日（月曜日が国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）と

する。

２・３ 省略

（休館日）

第５条 センターの休館日は、水曜日（水曜日が国民の祝日に関す

る法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日」

という。）に当たるときは、当該休日の直後の休日でない日）と

する。

２・３ 省略

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係） 別表（第２条、第３条、第６条、第７条関係）

事 務 名 称 金 額 事 務 名 称 金 額

１～１５ 省略 １～１５ 省略

１６ 銃砲刀剣

類所持等取

銃砲刀

剣類等

� 銃砲刀剣類所持等取締法第４条

第１項第１号の規定による猟銃又

１６ 銃砲刀剣

類所持等取

銃砲刀

剣類所

� 銃砲刀剣類所持等取締法第４条

第１項第１号の規定による猟銃又
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締法（昭和

３３年法律第

６号）第４

条第１項の

規定に基づ

く銃砲等又

は刀剣類の

所持の許可

の申請に対

する審査

所持許

可手数

料

は空気銃の所持の許可を現に受け

ている者に対する同号の規定に基

づく猟銃又は空気銃の所持の許可

の申請に係る審査 ６，８００円（当

該申請を行う者が同時に他の同号

の規定に基づく猟銃又は空気銃の

所持の許可の申請を行う場合にお

ける当該他の同号の規定に基づく

猟銃又は空気銃の所持の許可の申

請に係る審査にあっては、４，３００

円）

� 同号の規定によるクロスボウの

所持の許可を現に受けている者に

対する同号の規定に基づくクロス

ボウの所持の許可の申請に係る審

査 ６，８００円（当該申請を行う者

が同時に他の同号の規定に基づく

クロスボウの所持の許可の申請を

行う場合における当該他の同号の

規定に基づくクロスボウの所持の

許可の申請に係る審査にあって

は、４，３００円）

� 省略

締法（昭和

３３年法律第

６号）第４

条第１項の

規定に基づ

く銃砲 又

は刀剣類の

所持の許可

の申請に対

する審査

持許可

手数料

は空気銃の所持の許可を現に受け

ている者に対する同号の規定に基

づく 許可

の申請に係る審査 ６，８００円（当

該申請を行う者が同時に他の同号

の規定に基づく

許可の申請を行う場合にお

ける当該他の同号の規定に基づく

許可の申

請に係る審査にあっては、４，３００

円）

� 省略

１６の２ 省略 １６の２ 省略

１７ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第５条

の３第１項

の規定に基

づく猟銃及

び空気銃の

取扱いに関

する講習会

の開催

猟銃及

び空気

銃取扱

い講習

手数料

� 現に銃砲刀剣類所持等取締法第

４条第１項第１号の規定による許

可を受けて猟銃又は空気銃を所持

している者及び同法第５条の２第

３項第２号又は第３号に掲げる者

に対する講習会 ３，０００円

� 省略

１７ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第５条

の３第１項

の規定に基

づく猟銃及

び空気銃の

取扱いに関

する講習会

の開催

猟銃及

び空気

銃取扱

い講習

手数料

� 現に銃砲刀剣類所持等取締法第

４条第１項第１号の規定による許

可を受けて猟銃又は空気銃を所持

している者及び同法第５条の２第

３項第２号 に掲げる者

に対する講習会 ３，０００円

� 省略

１７の２ 銃砲

刀剣類所持

等取締法第

５条の３の

２第１項の

規定に基づ

くクロスボ

ウの取扱い

に関する講

習会の開催

クロス

ボウ取

扱い講

習手数

料

� 現に銃砲刀剣類所持等取締法第

４条第１項第１号の規定による許

可を受けてクロスボウを所持して

いる者に対する講習会 ３，０００円

� その他の者に対する講習会 ６，

９００円

１８・１８の２

省略

１８・１８の２

省略

１９ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第６条

第１項の規

定に基づく

国際競技に

国際競

技参加

外国人

の銃砲

刀剣類

等所持

省略 １９ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第６条

第１項の規

定に基づく

国際競技に

国際競

技参加

外国人

の銃砲

刀剣類

所持許

省略
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参加するた

め入国する

外国人の銃

砲等又は刀

剣類の所持

の許可の申

請に対する

審査

許可手

数料

参加するた

め入国する

外国人の銃

砲 又は刀

剣類の所持

の許可の申

請に対する

審査

可手数

料

２０ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

第２項の規

定に基づく

許可証の書

換え

銃砲刀

剣類等

所持許

可証書

換え手

数料

省略 ２０ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

第２項の規

定に基づく

許可証の書

換え

銃砲刀

剣類所

持許可

証書換

え手数

料

省略

２１ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

第２項の規

定に基づく

許可証の再

交付

銃砲刀

剣類等

所持許

可証再

交付手

数料

省略 ２１ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

第２項の規

定に基づく

許可証の再

交付

銃砲刀

剣類所

持許可

証再交

付手数

料

省略

２２ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

の３第２項

の規定に基

づく同法第

４条第１項

第１号の規

定による猟

銃若しくは

空気銃又は

クロスボウ

の所持の許

可の更新の

申請に対す

る審査

猟銃若

しくは

空気銃

又はク

ロスボ

ウ所持

許可更

新手数

料

� 新たな許可証の交付を伴う銃砲

刀剣類所持等取締法第７条の３第

１項の規定に基づく猟銃又は空気

銃の所持の許可の更新の申請に係

る審査 ７，２００円（当該申請を行

う者が同時に他の同項

の規定

に基づく猟銃又は空気銃の所持の

許可の更新の申請を行う場合にお

ける当該他の同項の規定に基づく

猟銃又は空気銃の所持の許可の更

新の申請に係る審査及び当該申請

を行う者が同時に同法第４条第１

項第１号の規定に基づく猟銃又は

空気銃の所持の許可の申請を行う

場合における当該同法第７条の３

第１項の規定に基づく猟銃又は空

気銃の所持の許可の更新の申請に

係る審査にあっては、４，８００円）

� 新たな許可証の交付を伴う同項

の規定に基づくクロスボウの所持

の許可の更新の申請に係る審査

７，２００円（当該申請を行う者が同

時に他の同項の規定に基づくクロ

スボウの所持の許可の更新の申請

を行う場合における当該他の同項

の規定に基づくクロスボウの所持

の許可の更新の申請に係る審査及

び当該申請を行う者が同時に同号

の規定に基づくクロスボウの所持

２２ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第７条

の３第２項

の規定に基

づく同法第

４条第１項

第１号の規

定による猟

銃又は空気

銃

の所持の許

可の更新の

申請に対す

る審査

猟銃又

は空気

銃所持

許可更

新手数

料

� 新たな許可証の交付を伴う場合

７，２００円（当該申請を行

う者が同時に他の銃砲刀剣類所持

等取締法第７条の３第１項の規定

に基づく

許可の更新の申請を行う場合にお

ける当該他の同項の規定に基づく

許可の更

新の申請に係る審査及び当該申請

を行う者が同時に同法第４条第１

項第１号の規定に基づく

許可の申請を行う

場合における当該同法第７条の３

第１項の規定に基づく

許可の更新の申請に

係る審査にあっては、４，８００円）
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の許可の申請を行う場合における

当該同項の規定に基づくクロスボ

ウの所持の許可の更新の申請に係

る審査にあっては、４，８００円）

� 新たな許可証の交付を伴わない

同項の規定に基づく猟銃又は空気

銃の所持の許可の更新の申請に係

る審査 ６，８００円（当該申請を行

う者が同時に他の同項の規定に基

づく猟銃又は空気銃の所持の許可

の更新の申請を行う場合における

当該他の同項の規定に基づく猟銃

又は空気銃の所持の許可の更新の

申請に係る審査及び当該申請を行

う者が同時に同号の規定に基づく

猟銃又は空気銃の所持の許可の申

請を行う場合における当該同項の

規定に基づく猟銃又は空気銃の所

持の許可の更新の申請に係る審査

にあっては、４，４００円）

� 新たな許可証の交付を伴わない

同項の規定に基づくクロスボウの

所持の許可の更新の申請に係る審

査 ６，８００円（当該申請を行う者

が同時に他の同項の規定に基づく

クロスボウの所持の許可の更新の

申請を行う場合における当該他の

同項の規定に基づくクロスボウの

所持の許可の更新の申請に係る審

査及び当該申請を行う者が同時に

同号の規定に基づくクロスボウの

所持の許可の申請を行う場合にお

ける当該同項の規定に基づくクロ

スボウの所持の許可の更新の申請

に 係 る 審 査 に あ っ て は、４，４００

円）

� 新たな許可証の交付を伴わない

場合

６，８００円（当該申請を行

う者が同時に他の同項の規定に基

づく 許可

の更新の申請を行う場合における

当該他の同項の規定に基づく

許可の更新の

申請に係る審査及び当該申請を行

う者が同時に同号の規定に基づく

許可の申

請を行う場合における当該同項の

規定に基づく

許可の更新の申請に係る審査

にあっては、４，４００円）

２３～２４の５

省略

２３～２４の５

省略

２５ 銃砲刀剣

類所持等取

締法第９条

の１６第１項

の規定に基

づく射撃練

習を行う資

格の認定の

申請に対す

る審査

クロス

ボウ射

撃資格

認定手

数料

９，３００円（当該申請を行う者が同時

に他の銃砲刀剣類所持等取締法第９

条の１６第１項の規定に基づく射撃練

習を行う資格の認定の申請を行う場

合における当該他の同項の規定に基

づく射撃練習を行う資格の認定の申

請に係る審査 に あ っ て は、５，６００

円）

２５ 削除

２６～６４ 省略 ２６～６４ 省略

備考 省略 備考 省略
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附 則

この条例は、令和４年３月１５日から施行する。

令和３年１２月２１日 発行


